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3)急傾斜地崩壊による建物被害の想定 

①検討の流れ 

急傾斜地崩壊による建築物被害は、「(3)急傾斜地崩壊の想定」によって判定した斜面崩壊危険度判

定ランク及び、急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表で把握されている影響人家戸数を使用し、棟数 7)換

算して危険度ランク別崩壊確率及び震度別人家被害率を掛け合わせることで被害住家棟数を推計する。 

検討の流れを図 2-4-19 に示す。 
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図 2-4-19 検討の流れ 

 

②評価手法 

評価手法は、危険度箇所内の人家棟数に、危険度ランク別崩壊確率及び震度分布に基づく震度別人

家被害率を乗じて算出する鳥取県(2005)8)の手法を用いる。 

 

急傾斜地崩壊による住家被害棟数＝危険度箇所内の影響住家棟数 

×危険度ランク別崩壊確率（表 2-4-8）×震度別人家被害率（表 2-4-9） 

 

鳥取県(2005)では、宮城県沖地震(1978)での被害事例を参考に危険度ランク別崩壊確率を設定して

いる（表 2-4-8 参照）。また、震度別人家被害率を、宮城県沖地震(1978)と伊豆大島近海地震(1978)

での被害事例を参考に設定している（表 2-4-9 参照）。 

 

表 2-4-8 危険度ランク別崩壊確率 

危険度ランク 崩壊率 

Ａ （崩壊の可能性が高い） 59% 

Ｂ （崩壊の可能性がある） 12% 

Ｃ （崩壊の可能性が低い） 0% 

 

表 2-4-9 震度別人家被害率 

  
震度階級 

～４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７ 

全壊率 0.0% 2.5% 5.5% 8.0% 11.0% 14.0% 

半壊率 0.0% 6.0% 13.0% 19.0% 26.0% 33.0% 
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③評価結果 

被害想定結果を表 2-4-10 に示す。急傾斜地崩壊による住家被害は、十勝沖の地震で最大となり、十

勝、釧路、根室を合わせて全壊棟数 86棟、半壊棟数 205 棟となることが想定される。 

また、被害棟数は、十勝では十勝平野断層帯主部 45_2 で最大となり全壊 16 棟・半壊 37 棟、釧路で

は十勝沖の地震で最大となり全壊 64 棟・半壊 153 棟、根室では根室沖・釧路沖の地震で最大となり全

壊 12棟・半壊 29 棟が想定される。それぞれの管内で最大被害となる 3つの地震の全半壊棟数の合計

の分布状況を図 2-4-20～2-4-22 に示す。 

 

表 2-4-10 急傾斜地崩壊による住家被害 

地震名 断層モ

デル 

十勝総合振興局 釧路総合振興局 根室振興局 計 

全壊棟数 半壊棟数 全壊棟数 半壊棟数 全壊棟数 半壊棟数 全壊棟数 半壊棟数 

標津断層帯 45_5 1 未満 1 未満 14 32 7 16 21 49 

30_1 1 未満 1 未満 8 18 9 21 17 39 

十勝平野断層帯主

部 

45_2 16 37 2 6 1 未満 1 未満 18 43 

45_5 14 33 5 12 1 未満 1 未満 19 45 

30_3 15 35 14 34 1 未満 1 未満 29 69 

石狩低地東縁断層

帯主部（北） 
30_1 1 未満 1 未満 － － － － 1 未満 1 未満 

根室沖・釧路沖の地震 － 1 未満 2 30 72 12 29 43 103 

十勝沖の地震 － 13 31 64 153 9 21 86 205 

三陸沖北部の地震 － 2 5 2 5 － － 4 10 

 

 

図 2-4-20 急傾斜地崩壊による住家被害の分布（十勝平野断層帯主部 45_2） 
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図 2-4-21 急傾斜地崩壊による住家被害の分布（十勝沖の地震） 

 

図 2-4-22 急傾斜地崩壊による住家被害の分布（根室沖・釧路沖の地震） 
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